
本市中小企業支援策の実績等について（平成29年度） 資料３

支援先企業における売上・取引増加額 約４３億円

支援先企業における資金調達獲得額
（投資、補助金等）

約２８億円

支援による創業件数 １０１件

 上記のほか、大企業等との事業提携、グローバル展開有望なプロジェクト創出

対外的な信用力強化、メディア露出による知名度向上などの事例が生まれている

注）本市中小企業支援策の活用企業等における実績として把握できたもの（経済戦略局調べ）



■大阪経済の情勢に関するデータ

・ 市内総生産 実質成長率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.3

・ 開業数、開業率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.4

・ 平均空室率、地価公示価格 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.5

・ 雇用関係（完全失業者数、完全失業率） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.6

・ 雇用関係（有効求人倍率、新規求人倍率）・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.7

・ インバウンド関係（来阪外国人数）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.8

・ インバウンド関係（訪日外国人の訪問率）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.9

・ インバウンド関係（訪日外国人消費動向とＧＲＰへの波及効果） ・・・ P.10

（参考）
大阪経済の情勢について



 2015年度の市内総生産は【19兆3,942億円】、対前年の実質成長率は【＋1.3％】

（参考） 2016年度の早期推計では、対前年の実質成長率は【＋2.9％】

3

※早期推計をもとに算出した参考値
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2012年度
(H24年度)

2013年度
(H25年度)

2014年度
(H26年度)

2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

市内総生産（実質） 19兆 764億円 19兆4,137億円 19兆1,514億円 19兆3,942億円
19兆9,540億円
（早期推計）

市内総生産 実質成長率 △1.1％ ＋1.8％ △1.4％ ＋1.3％ ＋2.9％ ※

[参考] 国内総生産 実質成長率 +0.8％ ＋2.6% △0.3％ ＋1.4％ +1.2％

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

出典：大阪市都市計画局「平成27年度大阪市民経済計算の概要」、「平成28年度大阪市民経済計算（早期推計）結果」より作成



開業数・開業率

出典：大阪労働局「労働市場月報（月別・安定所別雇用保険適用状況）」より作成

4

注1）開業数は、大阪市分と吹田市分の合計である。
（大阪市内を管轄する各ハローワーク（大阪東、梅田、大阪西、阿倍野、淀川）を合算して算出しており、ハローワーク淀川が吹田市を管轄するため）

注2）開業率は、【当該年度に雇用関係が新規に成立した事業所数／前年度末の適用事業者数】により算出。各事業所数は、大阪市分と吹田市分の合計である。

26年度 27年度 28年度 29年度

開業数 4,662 事業所 5,645 事業所 6,248 事業所 6,199 事業所

開業率 4.9％ 5.9％ 6.4％ 6.2％

[参考]開業率（国平均） 4.9％ 5.2％ 5.6％ 5.6％
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 開業数・開業率について、直近では前年をやや下回るものの、近年上昇傾向にある
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 大阪市の地価公示価格（対前年平均変動率）は、
近年、上昇基調にある。

地価公示価格（全用途、対前年変動率）

26年 27年 28年 29年 30年

全用途
対前年変動率
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出典：大阪市都市計画局「大阪市の土地2016」、「地価インフォメーション」より作成

26年
（12月）

27年
（12月）

28年
（12月）

29年
（12月）

30年
（８月）

平均空室率 7.92％ 7.45％ 5.24％ 3.68％ 2.84%

※平均空室率は、大阪ビジネス地区（梅田、南森町、淀屋橋・本町、船場、
心斎橋・難波、新大阪）の平均

平均空室率（大阪ビジネス地区）

 大阪ビジネス地区の平均空室率は、近年、低下を
続けている。
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出典：三鬼商事（株）「オフィスリポート大阪」、「最新オフィスビル市況」より作成



 2017年の大阪府の完全失業者数は15.1万人、完全失業率は3.4％と、2012年から改善傾向がみられるものの、
全国平均（2.8％）より高い状況が続いている。
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＜全国＞完全失業率
2017年2.8%（年平均）

＜大阪府＞完全失業率
2017年3.4%（年平均）
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雇用関係（完全失業者数、完全失業率）

出典：総務省「労働力調査」、大阪府統計課「労働力調査地方集計結果（年平均）」より作成



 大阪府の有効求人倍率、新規求人倍率はともに右肩上がりに推移。
（2018年4月現在、大阪府有効求人倍率：1.73倍、新規求人倍率：2.74倍）

 有効求人倍率は、全国平均とほぼ同水準にあるが、新規求人倍率は概ね全国平均を上回る。
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7
雇用関係（有効求人倍率、新規求人倍率）

出典：厚生労働省「職業安定業務統計」より作成
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インバウンド関係（来阪外国人数）

 来阪外国人数は、関空・伊丹の経営統合後、ＬＣＣ専用ターミナルのオープンなどを契機に飛躍的に増加。
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出典：大阪観光局「来阪外客数の推移」より作成

170万人 235万人 158万人 203万人

263万人

376万人

716万人

940万人

1,110万人



インバウンド関係（訪日外国人の都道府県別訪問率）

 来阪外国人の増加基調と合わせ、近年、大阪への訪問率は上昇。
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出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」より作成
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インバウンド関係（訪日外国人消費動向とＧＲＰへの波及効果）

○2017年 国籍・地域別、訪日外国人の旅行費支出内訳（※）

※ パッケージツアー参加費に含まれる国内収入分を含む。

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

宿泊料金 43,397 28.2% 47,690 20.7% 22,378 31.2% 32,939 26.2% 42,690 27.9% 76,719 42.1%

飲食費 30,869 20.1% 38,285 16.6% 18,435 25.7% 26,004 20.7% 33,129 21.6% 41,791 23.0%

交通費 16,974 11.0% 18,295 7.9% 7,492 10.4% 14,286 11.4% 17,586 11.5% 28,477 15.6%

娯楽サービス費 5,014 3.3% 5,550 2.4% 3,665 5.1% 4,458 3.5% 4,628 3.0% 6,603 3.6%

買い物代 57,154 37.1% 119,319 51.8% 19,530 27.2% 47,846 38.0% 55,017 35.9% 28,071 15.4%

その他 513 0.3% 1,243 0.5% 294 0.4% 314 0.2% 5 0.0% 411 0.2%

旅行支出総額 153,921 100.0% 230,382 100.0% 71,795 100.0% 125,847 100.0% 153,055 100.0% 182,071 100.0%

アメリカ

　　　　(円)

全体

　　　　(円)

中国

　　　　(円)

韓国

　　　　(円)

台湾

　　　　(円)

香港

　　　　(円)

○訪日外国人消費のGRPへの波及効果

2013年
(100万円)

2014年
(100万円)

2015年
(100万円)

2016年
(100万円)

2017年
(100万円)

寄与(%)
(2013年)

寄与(%)
(2014年)

寄与(%)
(2015年)

寄与(%)
(2016年)

寄与(%)
(2017年)

滋賀県 10,280 15,319 30,197 35,151 37,060 0.18 0.26 0.49 0.56 0.58 

京都府 69,712 90,845 131,663 148,831 184,673 0.71 0.92 1.27 1.42 1.72 

大阪府 132,098 192,865 333,483 387,415 459,699 0.36 0.50 0.85 1.00 1.15 

兵庫県 32,073 45,295 85,879 90,240 102,914 0.16 0.23 0.43 0.44 0.49 

奈良県 5,094 7,409 15,021 17,563 18,630 0.14 0.21 0.42 0.48 0.49 

和歌山県 7,128 11,274 22,470 28,137 28,433 0.19 0.31 0.64 0.80 0.80 

関西計 256,385 363,007 618,713 707,338 831,408 0.32 0.45 0.74 0.85 0.97 

 訪日外国人の消費動向をみると、いずれの国も宿泊や買い物代の割合が高い。このうち、中国と台湾、香港では買い
物代の方が構成比が高く、韓国とアメリカは宿泊料金の構成比が高いといった特徴が窺える。

 訪日外国人の関西での消費は、2015年に急激に拡大した局面が2016、2017年も継続。2017年は大阪のGRPを
+1.15％押し上げ。
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出典：日本政府観光局（JNTO) 「訪日外国人消費動向調査」、アジア太平洋研究所(APIR) 「Trend Watch No.48 訪日外国人消費の経済効果」より作成


